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抄録

本研究の目的は，オリ・パラ教育を普及するうえでの
課題とその解決策を実践内容に基づいて教員の視点から
検討することを通して，オリ・パラ教育を普及するため
のより実現可能性の高い促進方法を明らかにすることで
あった．教員を対象に，オリ・パラ教育の実践内容，普
及する上での困難，困難の解決策の3点について質問紙
調査を実施した．
その結果，体育・スポーツアウトリーチ実践につい
て，「関心・意欲の維持」（43）が最も多い困難で，そ
の解決策としては様々な教科を活用した「事前・事後指
導」や「情報提供」という回答が多く見られたことか
ら，教員は児童・生徒がスポーツ選手と接する機会だけ
では不十分だと考えていることが推察された．次に多
かった困難は「興味・関心の維持」で，その解決策とし
ては先行研究で提案された「映像資料の活用」や「教育
課程への位置づけの明確化」を促すための実践モデルの
開発の必要性が示唆された．次に，体育・スポーツアウ
トリーチ以外の実践における困難は，「効果的な指導方
法」（52），「系統的・発展的な内容の設定」（50），「興
味・関心の維持」（45），「協力体制の構築」（29），「用
具の手配」（28）の順に回答が多かった．ここから，体
育・スポーツアウトリーチ以外の実践を実現した教員
が，何を（内容），どのように（指導方法）行えばよい
のか，という点に不安を抱えていることが推察され，解
決策として，教員に対する「情報収集」や「情報共有」
によるオリ・パラ教育実践に対する肯定的な意味づけを
醸成することやオリ・パラ教育実践の成功体験の重要性
を示唆した．

Ⅰ　緒言

1．オリンピック・パラリンピック教育の普及の促進方
法の妥当性という課題

2021年夏に第32回夏季オリンピック競技大会・第16
回夏季パラリンピック競技大会（以下，東京大会）が開
催された．新型コロナウイルス感染拡大の影響で1年延
期となり，さらにほぼ無観客での開催という異例の事態
となったが，全世界205の国や地域（難民選手団含む）
の選手が参加し，国内では高い視聴率を記録した（日本
経済新聞，2021）．しかし，オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会（以下，オリ・パラ大会）の開催がそれぞれ
世界平和と共生社会という社会変革を目的としているこ
とを踏まえると，東京大会の開催と同じくらい東京大会
の開催に向けた取り組みの重要性は高い．東京大会で
は，開催決定後に東京大会組織委員会を中心に「アク
ション＆レガシープラン」（東京都オリンピック・パラ
リンピック準備局，online）が策定され，「スポーツ・健
康」等の5つの領域で方向性が示された．そのうちの1
つが全国規模で普及が推進されたオリンピック・パラリ
ンピック教育（以下，オリ・パラ教育）である．特に初
等中等教育段階においては，様々な教育活動と関連づけ
た継続的なオリ・パラ教育の実践の実現が目指された
（オリ・パラ教育に関する有識者会議，2016）．そして，
東京大会組織委員会の「ようい，ドン！スクール」（東
京大会組織委員会，online），開催都市である東京の「東
京オリンピック・パラリンピック教育」（東京都教育委
員会，online），さらには東京以外の地域でのオリ・パ
ラ教育の普及を目的としたスポーツ庁の「オリンピッ
ク・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業」（以
下，オリ・パラ教育事業：スポーツ庁，online）等を通
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して，東京大会に向けて少しずつオリ・パラ教育の普及
が達成されたことが報告されている注1）．しかし，この
ようなオリ・パラ教育の普及の実現可能性については，
批判的な見解が示されてきた注2）．そのため先行研究で
は，普及の担い手となる教員の視点から見たオリ・パラ
教育の普及の課題を検討し，そこからオリ・パラ教育の
普及の促進方法を検討してきた（岡田ほか，2018，
2020：宮崎，2019）．具体的には，教員がオリ・パラ教
育の普及において，事務手続きの手間，よい実践への準
備，予算の確保，担当者の定着，教員の抵抗感の払拭，
用具不足といった困難を抱えていることが明らかにされ
ている．そして，このような困難の解決策として，教員
の協力体制の構築，映像資料の活用，教育課程への位置
づけの明確化，安価に実施できるオリ・パラ教育実践，
障がい者スポーツ協会等との連携，学校施設のバリアフ
リー化の促進，より実践的な知識の習得を可能とする教
員研修の実施といったオリ・パラ教育の促進方法が提案
されている．
しかし，先行研究で示されたこれらの促進方法には，
以下の2点の課題がある．1点目は，実現可能性である．
先行研究で提案されたオリ・パラ教育の促進方法は，実
際に教員がオリ・パラ教育の普及に伴う困難を克服する
ために採用した方法ではなく，あくまで理論的に導かれ
たものであることから抽象的な提案に留まっていると考
えられる．例えば，「映像資料の活用」という促進方法
は，コンテンツの活用方法などの「ユーザーサイドから
のコンテンツの利用方法の明確化」（前田・益子，2006，
p.129）が十分でない場合は有効な解決策とはならな 
い注3）．また，教員の協力体制の構築という促進方法は，
日本の教員は同僚の教員と学級経営や授業実践に関して
相互不干渉である傾向が強いため容易ではないことが推
察される注4）（紅林，2007）．そのため，先行研究で提案
されたオリ・パラ教育の促進方法の妥当性を学校の実態
に即して検証する必要がある．2点目は，先行研究が対
象とするオリ・パラ教育の実践内容の限定性である．前
述の通り，東京大会に向けたオリ・パラ教育の普及にお
いては様々な教育活動と関連付けた実践の実現が目指さ
れた．しかし，前述の先行研究では主にアスリート等を
講師として招聘して講演や実技指導を行う体育・スポー
ツアウトリーチ実践のみを対象に課題や促進方法の検討
が行われている．つまり，体育・スポーツアウトリーチ
以外の実践も対象とした普及の課題や促進方法の検討も
必要である．

2．目的と意義
本研究の目的は，オリ・パラ教育の普及の課題とその
解決策を実践内容に基づいて教員の視点から検討するこ

とを通して，オリ・パラ教育を普及するためのより実現
可能性の高い促進方法を明らかにすることである．
「第3期スポーツ基本計画」（スポーツ庁，2022）にお
いて東京大会のレガシーを継承していく必要性が示され
る一方で，オリ・パラ教育の普及を安易に教員任せにす
ることに対する批判注5）が指摘されている．このような
状況で，本研究の取り組みは，東京大会後の継続的なオ
リ・パラ教育の実現可能性を高めるための方法に関する
基礎的な知見を得ることにつながると考えられる．

Ⅱ　研究方法

1．データの収集方法
1.1　対象
本研究では，オリ・パラ教育事業に参画してオリ・パ
ラ教育の実践を実現した教員を対象とした．オリ・パラ
教育の実施状況に関して，「学校によって熱意の度合い
も異なり，全国的には，東京および関東周辺の競技が実
施される自治体と，そうではない地域との格差は大き
い」（佐野，2018，p．103）という指摘がある．そのた
め，東京以外の地域におけるオリ・パラ教育の普及を目
的としたオリ・パラ教育事業に着目することで，オリ・
パラ教育の普及における困難をより可視化することがで
き，それゆえにより汎用性の高い促進方法の提案につな
がる知見を得ることができると考えた．

1.2　調査の実施手続きと倫理的配慮
岡田ほか（2018，2020）と同様に，オリ・パラ教育

事業における実践の振り返りを行う教員研修（ワーク
ショップ）において，オリ・パラ教育の実践を実現した
教員を対象にアンケート調査を実施した．調査依頼の手
続きは次の通りである．まず，教員研修（ワークショッ
プ）を主催する教育委員会の担当者にアンケート調査を
依頼した．その際，アンケート調査の趣旨を説明したう
えで，調査への協力は任意であることや匿名で実施する
ことで回答者が特定されないように配慮することを伝え
た．このような手続きで教育委員会の承諾を得た8地域
（東北地方1県，中部地方2県2政令市，近畿地方1県，
中国地方1県，四国地方1県）において，教員研修当日
に参加した教員に対しても同様の説明を行い調査への協
力を依頼した．なお，調査実施時期は，2020年1月から
2月である．

1.3　調査項目
本研究では，教員の視点から見たオリ・パラ教育の普
及における困難及びその解決策を実践内容に基づいて検
討するために，以下の3つの質問項目を設定した．



－  45 －

オリンピック・パラリンピック教育の普及の効果的な促進方法に関する研究：
教員の視点から見た実践内容に基づく課題と解決策の検討を通して

1つ目は，「オリ・パラ教育の実践内容」である．オ
リ・パラ教育の中心的な内容である「体育・スポーツア
ウトリーチ実践」と「体育・スポーツアウトリーチ実践
以外の実践」を大別した．

2つ目は，「オリ・パラ教育を実現する際の困難」であ
る．岡田ほか（2018，2020）や宮崎（2019）を参照し，
「体育・スポーツアウトリーチ実践」では「講師の選定／
系統的・発展的な内容の設定／興味・関心の維持／用具
の手配／協力体制の構築／効果的な指導方法／その他」，
「体育・スポーツアウトリーチ実践以外の実践」では
「系統的・発展的な内容の設定／興味・関心の維持／用
具の手配／協力体制の構築／効果的な指導方法／その
他」を設定した．

3つ目は，「オリ・パラ教育を実現する際の困難の解
決策」である．上記の「オリ・パラ教育を実現する際の
困難」の中で選んだ回答に即して，「どのように解決し
たのか」について自由記述で回答を求めた．

2．データの分析方法（SCAT）
データの分析方法に関しては，「Steps for Coding and 

Theorization」（以下，「SCAT」）の「ステップ・コーディ
ング」を採用した．SCATは，「データの準備」，「ステッ
プ・コーディングの実施」，「ストーリーラインの記述」，
「理論記述の試み」，「疑問・課題の記述」という分析手
続きを明示的に残すことで「分析過程の省察可能性と反
証可能性」（大谷，2008，p．40）を高める分析方法で
ある．このような手続きによって，質的研究における
データ解釈の恣意性を可能な限り排除することがSCAT
の特徴である（大谷，2019）．本研究では，「ストーリー
ラインの記述」までを実施して，オリ・パラ教育の普及
を妨げる課題とその解決策の概念化を試みた．その際，
「多様な観点を共有」（大谷，2008，p．39）するために，
筆者と体育科教育学を専門とする共著者1名で意見をす
り合わせ，一致しない場合は3人目の共著者に意見を求
めるという手順をとった．

Ⅲ　結果

1．回答者の属性
本研究では，前述した手続きで，オリ・パラ教育事業
に参画する8地域でアンケート調査を実施した．アン
ケートの回答率は56.3％（175／314人）で，回答者の
内訳は小学校77人，中学校39人，高等学校26人，特別
支援学校11人，不明22人であった．

2．体育・スポーツアウトリーチ実践の困難と解決策
体育・スポーツアウトリーチ実践における困難につい

ては，「関心・意欲の維持（43）」，「講師の選定（41）」，
「効果的な指導方法（32）」，「系統的・発展的な内容の
設定（25）」，「用具の手配（21）」，「協力体制の構築
（19）」の順に回答が多かった．そして，それぞれの困
難に対する解決策を整理すると，表1の通りである注6）．
なお，（　）内は，概念の対象等の詳細を表しており，
数字は回答数を示している．
そして，これらの結果を元に，表2のストーリーライ
ンが得られた．

3．�体育・スポーツアウトリーチ以外の実践の困難と解
決策
次に，体育・スポーツアウトリーチ以外の実践におけ

る困難については，「効果的な指導方法（52）」，「系統
的・発展的な内容の設定（50）」，「興味・関心の維持
（45）」，「協力体制の構築（29）」，「用具の手配（28）」
の順に回答が多かった．そして，それぞれの困難に対す
る解決策を整理すると，表3の通りである注7）．なお，
（　）内は，概念の対象等の詳細を表しており，数字は
回答数を示している．
そして，これらの結果を元に，表4のストーリーライ

ンが得られた．

Ⅳ　考察

1．�体育・スポーツアウトリーチ実践の促進方法の妥当
性
オリ・パラ教育では，「児童生徒がオリンピアンやパ
ラリンピアンに直接接する機会を設けることは，教育上
有意義かつ効果的」（オリ・パラ教育に関する有識者会
議，2016，p．9）であり，講師が「自らの経験を児童
生徒や社会に的確に発信していくこと」（オリ・パラ教
育に関する有識者会議，2016，p．9）が期待されてい
る．しかし，前述の通り，本稿ではオリ・パラ教育とし
て体育・スポーツアウトリーチ実践を実現した教員は，
児童・生徒が単にスポーツ選手と接する機会を作るだけ
では不十分であると捉え，事前・事後指導や実践に関す
る情報提供だけでなく，実践における教材の開発や学外
者との連携，さらには講師や実践の対象の選定といった
条件整備や，実践において図表・動画等の活用，ICTの
活用，講師との交流する時間の充実を図る取り組みも
行っている，というストーリーラインが得られた．この
ことは，様々な教育活動と関連づけた継続的なオリ・パ
ラ教育実践の実現というオリ・パラ教育の普及の理念が
確実に浸透している可能性を示唆している．
また，「興味・関心の維持（43）」に関わる促進方法
として，先行研究で提案されているのが「映像資料の活
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用」や「教育課程への位置づけの明確化」である．前者
については，「興味・関心の維持」の解決策として「画
像・動画の活用（3）」が確認できる，後者については，
「系統的・発展的な内容の設定」における「年間計画の
作成（2）」や「効果的な指導方法」における「教育活動
との関連づけ（総合1）」という回答がわずかに確認で
きるのみである．このような結果から，「興味・関心の
維持」という問題の解決策として，「映像資料の活用」
や「教育課程への位置づけの明確化」という促進方法の
妥当性は低い可能性が示唆される．ただし，オリ・パラ
教育に限らず，教育活動において映像資料を活用するこ
とや教育課程の編成を考えることは，継続的・計画的な
教育活動の実現に必要不可欠である．そのため，上述の
結果は，「映像資料の活用」や「教育課程への位置づけ
の明確化」が児童・生徒のオリ・パラ教育に対する「興
味・関心の維持」につながらないということではなく，
あくまで教員にとってこれらの方法を用いて「興味・関
心の維持」をすることが現実的に難しいということを意

味していると考えられる．そのため，「映像資料の活用」
や「教育課程への位置づけの明確化」を促す取り組みが
求められる．具体的には，既存のオリ・パラ教育に関連
する映像資料を組み込んだ実践モデルの開発やオリ・パ
ラ教育を年間の活動として取り入れた教育課程の開発，
さらには学習指導要領においてオリ・パラ大会に関する
ことが内容として示されている中学校及び高等学校の保
健体育科の体育理論領域や教科書でアスリートのエピ
ソードを取り上げている特別な教科道徳の実践の充実も
重要であろう注8）．

2．�体育・スポーツアウトリーチ以外の実践の困難と促
進方法
東京大会に向けたオリ・パラ教育の普及では，継続的
なオリ・パラ教育の実現のために，様々な教育活動と関
連づけたオリ・パラ教育の実践が求められている．この
ような体育・スポーツアウトリーチ以外の実践を実現す
る際の困難については，「効果的な指導方法」，「系統

表1　体育・スポーツアウトリーチ実践の促進方法
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的・発展的な内容の設定」，「興味・関心の維持」，「協力
体制の構築」，「用具の手配」の順に回答が多いという結
果が得られた．そして，「効果的な指導方法」に困難を
感じている教員が多かったことと，その解決策として
「既存の教材の活用」が最も多かったことを踏まえて，
本研究では，オリ・パラ教育の普及を担う教員は，体
育・スポーツアウトリーチ以外のオリ・パラ教育の実践
をどのように行えばよいのか，という点に不安を抱えて
おり，その不安を解消するために既存の教材の活用，教
育活動との関連付け，児童の実態に即した指導方法の工
夫，ICTの活用，ルールを工夫したり，そのための準備
段階において実践事例の参照や情報収集，さらには対象
の選定や学外者との連携を図ったり，教員研修によって
より効果的な指導方法の検討を行っているというストー
リーラインが得られた．この点は，オリ・パラ教育の理
念の柔軟性と表裏一体の問題である．というのも，オ
リ・パラ教育を様々な教育活動と関連づけて実施すると
いう方向性は，オリ・パラ教育の普及を担う教員にとっ
て，学校の実態に即して柔軟にオリ・パラ教育を実施で
きるという安心と同時に，何をすればオリ・パラ教育と

言えるのかという不安にもつながると考えられるからで
ある．実際に，オリ・パラ教育事業における教員研修の
効果を検証した先行研究においても，各学校でオリ・パ
ラ教育の普及を担う教員のオリ・パラ教育の理念やその
重要性に対する意識と比べて，実践に関する自信は研修
を経ても高まらないことが示されている（Okada et al，
2019：岡田・木浪，2021）．このような不安はオリ・パ
ラ教育に限らず，「不確実性」，「無境界性」，「再帰性」
という特徴を有する教育という行為に必然的に伴うもの
である（佐藤，1998）．
では，このような実践に対する教員の不安はどのよう
に払拭できるのであろうか．この点については，次の2
点を指摘できる．1点目は，意味づけである．高井良
（2015）は，教育行為が上述した特徴を有するがゆえに，
教員は「自らの仕事の広がりと意味を，自分自身で探し
出すことを求められている」（高井良，2015，p．4）と
指摘している．実際に，オリ・パラ教育の普及の要因と
して，なぜオリ・パラ教育の普及に取り組むのかという
教員によるオリ・パラ教育に対する意味づけの重要性が
指摘されている（岡田，2021）．2点目は，成功体験で

表2　体育・スポーツアウトリーチ実践の実現過程に関するストーリーライン
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ある．教員には，自らの実践を自ら改善していく自律的
学習を通して，成長し続けることが求められる（三和・
外山，2015）．そして，このような自律的学習を習得し，
自らの実践を改善し成長し続けるためには，達成経験に
よる教師効力感の向上の重要性が指摘されている（渡
邊・中西，2017）．近年では，このような達成経験を通
した教師効力感の向上のために，教師教育者が教員に寄
り添い，助言をしたり励ましたりするコンサルテーショ
ンの有効性も示されている（白旗ほか，2021）．このよ
うな先行研究の指摘を踏まえると，体育・スポーツアウ
トリーチ以外の実践の困難の解決策として，「情報提供
（14）」や「情報共有（8）」が挙げられていることは重
要である．つまり，これらは児童・生徒の「興味・関心
の維持」や「協力体制の構築」のための解決策である
が，その背景には，各校で内容や指導方法に不安をかか
えながら体育・スポーツアウトリーチ以外の実践の実現
を試みている教員にとって，実践事例等の情報を得たり
教員間で共有したりすることが自らの実践に対する意味
づけや成功体験となることにつながっている可能性が考
えられる．この点をより明確にするためにも，オリ・パ
ラ教育としての体育・スポーツアウトリーチ以外の実践
の実現過程を検討する必要がある．

Ⅴ　まとめ

本研究の目的は，オリ・パラ教育の普及の課題とその
解決策を実践内容に基づいて教員の視点から検討するこ
とを通して，オリ・パラ教育を普及するためのより実現
可能性の高い促進方法を明らかにすることであった．そ
の際，オリ・パラ教育事業に関わってオリ・パラ教育の
実践を実現した教員を対象に，実現したオリ・パラ教育
の実践内容（選択），普及する上での困難（選択），困難
の解決策（自由記述）の3点について質問紙調査を実施
した．自由記述に関しては，SCATを用いて分析をした．
その結果，オリ・パラ教育として体育・スポーツアウ

トリーチ実践を実現した教員の困難については，「関心・
意欲の維持」（43），「講師の選定」（41），「効果的な指
導方法」（32），「系統的・発展的な内容の設定」（25），
「用具の手配」（21），「協力体制の構築」（19）の順に回
答が多かった．さらに，回答が多かった「関心・意欲の
維持」（43）の解決策としては，様々な教科を活用した
「事前・事後指導」や「情報提供」という回答が多かっ
た．このことから，教員は児童・生徒が単にスポーツ選
手と接する機会を作るだけでは不十分である，と考えて
いることが推察された．さらに，このような困難の解決
策として，事前・事後指導や実践に関する情報提供だけ

表3　体育・スポーツアウトリーチ以外の実践の促進方法



－  49 －

オリンピック・パラリンピック教育の普及の効果的な促進方法に関する研究：
教員の視点から見た実践内容に基づく課題と解決策の検討を通して

でなく，実践における教材の開発や学外者との連携，講
師や実践の対象の選定といった条件整備や，実践におい
て画像・動画等の活用，ICTの活用，講師との交流する
時間の充実を図る取り組みも行っていることが明らかに
なった．このことから，様々な教育活動と関連づけた継
続的なオリ・パラ教育実践の実現というオリ・パラ教育
の普及の理念が確実に浸透している可能性を示唆した．
また，「興味・関心の維持」という問題の解決策として，
先行研究で提案されている「映像資料の活用」や「教育
課程への位置づけの明確化」という促進方法は現実的に
採用が難しいことから，これらの方法を促すために実践
モデルの開発等の支援策が必要であることが示唆された．
次に，体育・スポーツアウトリーチ以外の実践におけ
る困難については，「効果的な指導方法」（52），「系統
的・発展的な内容の設定」（50），「興味・関心の維持」
（45），「協力体制の構築」（29），「用具の手配」（28）の
順に回答が多かった．ここから，体育・スポーツアウト
リーチ以外の実践を実現した教員が，何を（内容），ど
のように（指導方法）行えばよいのか，という点に不安
を抱えながら取り組んでいることが推察された．さらに，
このような困難の解決策として，既存の教材の活用，教
育活動との関連付け，児童の実態に即した指導方法の工
夫，ICTの活用，ルールの工夫やそのための準備段階に

おける実践事例の参照や情報収集，対象の選定や学外者
との連携，教員研修を行っていることが明らかになっ
た．さらに，上記の困難は，オリ・パラ教育の理念の柔
軟性と表裏一体の問題であると考えられることから，教
員に対する「情報収集」や「情報共有」によるオリ・パ
ラ教育実践に対する肯定的な意味づけを醸成することや
オリ・パラ教育実践の成功体験の重要性を示唆した．
なお，本研究がオリ・パラ教育事業に携わってオリ・
パラ教育に取り組んだ教員を対象とした点には留意が必
要である．というのも，特に体育・スポーツアウトリー
チ実践の実施やパラスポーツ体験等の新しい教具が必要
な実践には費用の問題があるが（宮﨑，2019），オリ・
パラ教育事業では各推進校で行うオリ・パラ教育実践に
係る費用が配分されており，各推進校や教員は費用負担
の問題を考えずにオリ・パラ教育の普及に取り組んでい
たからである．本研究における体育・スポーツアウト
リーチ実践の困難において，予算の問題が上がらなかっ
たことはその証左である．そのため，前述した個々の学
校におけるオリ・パラ教育の体育・スポーツアウトリー
チ実践の実現過程の検討という課題に加えて，行政的な
支援を得ずに実現したオリ・パラ教育の実践の実現過程
の検討の必要性を示唆している．今後の課題としたい．

表4　体育・スポーツアウトリーチ以外の実践の実現過程に関するストーリーライン
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注
注1） 理念通りにオリ・パラ教育が普及している実態につ
いては，東京大会組織委員会（online），スポーツ庁
（online），友添ほか（2018，2019，2020），深見ほか
（2021），宮崎（2019）が示している．

注2） 東京大会に向けた日本のオリ・パラ教育の普及につ
いては，Masumoto（2012）や佐野（2018）がその
実現可能性について批判的な見解を示している．

注3） オリ・パラ教育に関連した映像資料としては「I＇m 
POSSIBLE」（パラサポ）や「指導参考資料」（スポー
ツ庁）等があるが，これらの映像資料の活用方法や
その効果についての実証的な検討は緒についたばか
りである（松本ほか，2021）．

注4） 教員間の連携については，岡田（2020）が校長の
リーダーシップによってオリ・パラ教育について全
教員が理解を深める「意味づけの共有化」が図られ
ることを明らかにしている．しかし，あくまで単一
事例の研究であることから，このような課題の解決
方法が妥当かどうか，という点については検討の余
地がある．

注5） オリ・パラ教育の普及が結局のところ教員任せにな
ることで，継続性に対する危惧が現実のものになり
かねないという指摘も既にある（石坂，2019：渡，
2019）．

注6） 体育・スポーツアウトリーチ実践の困難と解決策の
概念の生成過程は，表5の通りである．なお，森谷
ほか（2020）を参考に，各概念の代表的なテクスト
のみ明記した．

注7） 体育・スポーツアウトリーチ実践以外の実践の解決
策の概念の生成過程は，表6の通りである．なお，
森谷（2020）を参考に，各概念の代表的なテクスト
のみ明記した．

注8） 保健体育科や特別な教科道徳における実践の充実に
ついては，既にその重要性は指摘されており（宮﨑
ほか，2020），実際に少しずつ実証的な研究が進め
られている（乳井ほか，2020：佐々木，2020：広
瀬・川上，2021）．
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